	平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書

	会　　　派　　　名
	市民ネット・むろらん

	議　　　員　　　名
	佐藤　潤・小田中　稔・児玉　智明・高橋　直美・立野　浩靖　

	調査実施年月日
	平成２３年　７月１１日（月）　　

	調査先　自治体名等
	千葉県　野田市 総務部　管財課

	調　査　項　目
	「公契約条例」について

	調　査　目　的

	公契約とは、市が発注する工事または製造その他についての請負の契約であり、野田市では、一般競争入札の拡大や総合評価方式の採用などの改革が進められたが、一方で低入札価格の問題によって下請けの事業者や業務に従事する労働者にしわ寄せがされ、労働者の賃金の低下を招く状況になってきていることを鑑み、公契約にかかる業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の向上を図るため、全国で初めてこの条例を制定したものであり、本市における同条例の必要性を調査すること。

	報　告　内　容
実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要
　　人口：157.203　　　　　　　行政面積：103.54㎢
２　視察内容
　条例制定の背景には、野田市長が市民との対話の中で中小零細企業の賃金が低く後継者が育たないなどの相談を受けたことがあり、H21年第１回定例会の市政方針に盛り込み、第３回定例会（H21.9.30）において制定した条例です。条例の前文には、構成かつ適正な入札を通じて豊かな地域社会の実現と労働者の適正な労働条件が確保されることは、ひとつの自治体で解決できるものではなく、国が公契約に関する法律の整備の重要性を認識し、速やかに必要な措置を講ずることが必要不可欠であるとも謳っており、国が動かないのなら地方が率先して条例化をするという考えは、全国に広がっています。内容は、契約後の履行確認が必要であり、そのためには調査のためのマンパワーが必要となり、現状の職員数では限界があるために契約の範囲を設定（予定価格－１億円以上の工事、1,000万円以上の請負、市長が特に必要と認めるもの）、労働者の範囲を定めるとともに、最低賃金については、下請け等の労働者にも受注者の連帯責任を規定しています。報告や立ち入り検査を規定するとともに、「労働者配置計画」を提出させ、給与明細や賃金台帳により履行確認し、受注者が違反している場合には、公契約の解除や公表、更には損害賠償の責任を負わせるなどの規定もしています。条例施行後１年間において、業務委託１６件２２１人、工事１１職種２０８人、指定管理者３件５６人の合計４８５人の履行確認を実施し、適正賃金支払いを確認。Ｈ２２年９月に長期継続契約制度や低収札価格調査制度の拡充などの一部改正を行っていますが、さらに適用工事の拡大や業務委託契約における低入札価格調査制度を導入することなどの検討をしているということでありました。

	感　想（まとめ）
本市へ活かせること等
	本市においても、工事だけでなく民間委譲や指定管理者制度など公契約が拡大している現在、官製ワーキングプア解消のためには、本条例の制定が必要性であると感じるとともに、本来であれは国が率先して法整備を進めるべきところですが、そうでない今は、多くの地方自治体において条例化を進め、国を動かすという野田市長の考えに共感を覚えた、大変有意義な視察でした。

	
	

	
	

	
	


